




      

建設副産物実施要領 
 
 建設副産物が発生する建設工事は、下記の法律等に基づき実施するものとする。 
 
○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法） 

   （昭和４５年１２月２５日 法律第１３７号、最新改正 平成１７年５月１８日 法律第４２号） 
○ 資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法） 
               （平成３年４月２６日 法律第４８号、最新改正 平成１４年２月８日 法律第１号） 

○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 
  ( 平成１２年５月３１日 法律第１０４号、最新改正 平成１６年１２月１日 法律第１４７号） 

○ 建設廃棄物処理指針 
                          （平成１３年６月１日環廃産第２７６号） 
○ 建設副産物適正処理推進要綱 
             （平成１４年５月３０日国交省総建第 137 号、平成１４年５月３０日改正） 
○ 公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」の策定について 
                       （平成１８年６月１２日国交省国官技第４７号） 

○ 建設汚泥処理土利用技術基準について 
                            （平成１８年６月１２日国交省国官技第５０号） 

○ 建設汚泥の再生利用に関するガイドラインの策定について 
                       （平成１８年６月１２日国交省国官技第４６号） 

○ 建設汚泥の再生利用に関する実施要領について 
                            （平成１８年６月１２日国交省国官技第４８号） 

○ 建設発生土等の有効利用に関する行動計画 
  （平成１５年１０月国土交通省） 

○ 発生土利用基準について 
（平成１６年３月３１日国交省国官技第３４１号） 

○ 建設発生材の再生利用指針 
                             （平成１０年１１月長崎県土木部） 
○ 長崎県における建設リサイクル法に関する指針 

（平成１４年５月長崎県土木部） 

○ 長崎県建設リサイクル公共工事アクションプログラム 
             （平成１６年４月長崎県土木部）  

○ 長崎県建設リサイクルガイドライン 
             （平成１６年４月長崎県土木部）  

 
〔参考文献〕 
○ 建設廃棄物処理マニュアル－建設廃棄物処理ガイドライン改訂版－ 

                 （監修 産業廃棄物問題研究会 平成１３年７月 発行 ぎょうせい） 
○ 新訂版 建設副産物適正処理推進要綱の解説 

（編集 建設副産物リサイクル広報推進会議 平成１４年１０月 発行 大成出版社） 
○ 建設汚泥リサイクル指針 

（監修 建設大臣官房技術調査室、建設省建設経済局事業総括調整官室、同省同局建設業課  

平成１１年１０月発行 大成出版社） 
○ 建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル[暫定版] 

（監修 建設工事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル検討委員会  

平成１６年５月 発行 鹿島出版会） 

○ 建設発生土利用技術マニュアル 第３版 
（監修 建設発生土利用技術マニュアル検討委員会 平成１６年９月 発行 丸善㈱） 
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マルチング
材 

伐採木、建築解体木材
等を破砕し、マルチン
グ材として利用する。 
（例） 
・道路植栽帯の防草材 
・公園、建築屋外附帯
等の植栽部の防草材 

◆ 破砕後の規格 
道路植栽帯等：２インチ以上４インチ以下  

  その他     ：４インチ以下(粉体を除く。) 
◆ 再資源化施設又は移動式破砕機（現場内破砕）で規格
寸法に破砕後、敷設する。 

◆ 飛散が予想される場所（道路植栽対等）は、結合材を
用い敷設する。 

◆ 敷設厚（目安値）   
結合材なし・・・ 約１５～２０㎝ 

  結合材利用・・・ 約１０～１５㎝ 
緑化基盤材 伐採木、建築解体木

材等を破砕し、緑化基
盤材として利用する。 
（例） 
・道路、ダム等の掘削
法面緑化 

◆ 破砕後の規格：２インチ以下 
◆ 再資源化施設又は移動式破砕機（現場内破砕）で規格
寸法に破砕後発酵させ、緑化基盤材の基材として利用す
る。 

◆ 緑化基盤材の製造は、現場内で行うものとし、専門業
者に下請け若しくは委託し行うものとする。 

  注）専門業者の判断････以下の何れかに該当すること。
 １．現地製造及び施工の実績を有する協会・団体の会員
    例）・（社）全国特定法面保護協会 
       ・長崎県植物誘導研究会 
 ２．その他、現場製造及び施工の実績を有する業者 
◆ 緑化基盤材の製造過程において、含有成分等が地中浸
透又は表面流出しないように、ビニルシート上で製造す
る等の必要な対策を講じること。 

◆  計画に当たっては、採算性、使用箇所の有無（他工
区利用を含む。）、工期、作業場所の確保等について、
十分検討の上実施の判断を行う。 

［目安規模］ 
  現場当たり 200ｔ以上発生する工事について検討す
る。（算定上の比重：伐採木 0.25、 解体材 0.5） 

木チップ舗
装材 

伐採木、建築解体木材
等を破砕し、舗装材と
して利用する。 
(例) 
・森林公園等歩道 
・公園歩道 
・建築敷地屋外舗装 
・公園、学校等の遊具
下部のクッション材 

検討中（個別協議で対応） 

建
設
発
生
木
材 

粗朶 伐採木の内、広葉樹の
枝を利用し粗朶を作製
し、盛り土法面の土留
め、河岸保護・洗掘防
止及び河川沈床材等と
して利用する。 

検討中（個別協議で対応） 

有 
 
※伐採
木のみ
の場合
は不要

 
建 
設 
汚 
泥  

盛土材 
（埋戻材） 

建設汚泥に焼却、脱水、
乾燥またはセメント・
石灰等による安定処理
等を行い、その性状を
改良したものを盛土材
（埋戻材）として利用
する。 

（別紙） 

 ◇溶出試験とは、「土壌汚染に係る環境基準（環境庁告示第４６号）」に基づくものとする。 
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（２）コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                         

                                                                                              

特記仕様書に 
・使用する箇所
・使用する量 
・材料の品質 
を明示する。 

特記仕様書に 
・購入売却場所
・使用する箇所
・使用する量 
・材料の品質 
を明示する。 

特記仕様書に 
・処分場 
を明示する。 

自ら利用 有償売却 

再資源化施設
でリサイクル 

他工区で再生
利用する 

自工区で再生
利用する 

自工区・ 
他工区で 
再生利用 

 

中間処理 
（原則として移動式 
 破砕機で中間処理 
すること）  

【条件Ａ】 
低コストで、現場において 

中間処理を行い、有償売却できる
性状にすることが可能か？      は、基本的な

処理方法である。 

     は、現場条件
等により選択も可。 

※Ｐ２（２）③を参照 

有償売却できない性状 

有

有償売却できる性状 

・詰石材 

他工区 

自工区 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

 
そのまま 

の状態で有償売却 
「できる性状のもの」と「できない 

性状のもの」に分別 

コンクリート塊、アスファル 
ト・コンクリート塊の発生 
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（４）発生土における建設汚泥の位置づけ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※建設汚泥に該当しない泥土・・泥土に該当する浚渫土。 
               泥水等を使用しない地山掘削から発生した泥土。 
           参照）『建設汚泥リサイクル指針』P10Ⅴ－１,及び 同 P87 2.1.1) 
※建設汚泥が発生する工法。 

・泥水循環工法（泥水シールド・リバースサーキュレーション工法等） 
・泥水非循環工法（泥土圧シールド工法、アースドリル工法等） 
・柱列式連続壁工法（ＳＭＷ工法等）他 

○ 上記３工法で発生する汚泥は建設汚泥である。（『建設汚泥リサイクル指針』P87参照）。 
上記以外で建設汚泥が発生する工事を実施した場合は、下記フローで確認すること 

 
＊他の建設汚泥発生工法 
・連続地中壁工法 
・高圧噴射撹拌工法 
・泥水式シールド工法等 
 
＊指針 P11及び P125参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     参照）『建設廃棄物処理指針』P20及び『建設汚泥リサイクル指針』P87 

第１種 
～第４種 
建設発生土 

泥土以外の 
浚渫土 

泥土に該当
する浚渫土

浚 渫 土 浚渫土、建設
汚泥に該当
しない泥土 

泥 土 

建設汚泥 
（産業廃棄物） 

「占有者が自ら利用 
し、又は他人に有償 
で売却できないため 

 に不要になったもの」

コーン指数：200KN/㎡未満 

発 生 土 

建設発生土 

建設汚泥が発生する工事の実施 
（指針 P87判断明記工法を除く） 

 排出された 
時点が泥状な状態？

 ずり分離を行い 
７４μを超える粒子を 
９５％以上含む 

 生活環境 
の保全上支障が 

ある 

 運搬中に練り 
返しにより泥状を 
呈するか 

建設発生土 建設汚泥 

YES 

NO 

YES（泥状） 

YES 

NO（非泥状）

NO 

NO 

YES 
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